
   (単位：円)

資産の部
Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産
土地 96,367,462,356
建物 76,399,212,430

建物減価償却累計額 24,080,367,803 52,318,844,627
構築物 6,311,782,095

構築物減価償却累計額 2,941,998,505 3,369,783,590
機械装置 577,643,440

機械装置減価償却累計額 350,171,067 227,472,373
工具器具備品 32,556,670,830

工具器具備品減価償却累計額 21,358,260,996 11,198,409,834
図書 13,143,217,696
美術品・収蔵品 286,355,712
船舶 1,821,627,103

船舶減価償却累計額 581,437,500 1,240,189,603
車両運搬具 66,413,031

車両運搬具減価償却累計額 52,995,849 13,417,182
建設仮勘定 2,576,639,230
その他有形固定資産 31,859,569

その他有形固定資産減価償却累計額 25,315,735 6,543,834

有形固定資産合計 180,748,336,037

２　無形固定資産
特許権 98,833,930
商標権 2,839,621
ソフトウェア 238,613,536
特許権等仮勘定 315,248,942
その他無形固定資産 1,354,500

無形固定資産合計 656,890,529

３　投資その他の資産
投資有価証券 975,606,980
長期前払費用 1,424,125
その他の投資その他の資産 376,510

投資その他の資産合計 977,407,615

固定資産合計 182,382,634,181

Ⅱ　流動資産
現金及び預金 2,404,626,785
未収学生納付金収入 75,984,900
未収附属病院収入 4,520,768,664 　

徴収不能引当金 89,278,950 4,431,489,714
その他未収入金 415,907,801

徴収不能引当金 9,985,663 405,922,138
有価証券 11,100,000,000
たな卸資産 32,337,728
医薬品及び診療材料 379,662,027
前渡金 150,712,914
前払費用 24,948,894
未収収益 484,337
その他流動資産 40,236,440

流動資産合計 19,046,405,877

資産合計 201,429,040,058

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表
(平成23年3月31日）(平成23年3月31日）(平成23年3月31日）(平成23年3月31日）



負債の部
Ⅰ　固定負債

資産見返負債
資産見返運営費交付金等 4,167,799,458
資産見返補助金等 2,353,603,311
資産見返寄附金 2,037,826,424
資産見返物品受贈額 11,927,053,466
建設仮勘定見返運営費交付金 6,847,700
建設仮勘定見返施設費 414,546,090
特許権等仮勘定見返運営費交付金等 310,804,458 21,218,480,907

国立大学財務・経営センター債務負担金 12,246,313,948
長期借入金 3,469,869,000
引当金

退職給付引当金 78,592,401 78,592,401
資産除去債務 206,587,845
長期未払金 847,144,362

固定負債合計 38,066,988,463

Ⅱ　流動負債
運営費交付金債務 2,412,602,679
預り施設費 59,436,250
預り補助金等 34,884,437
寄附金債務 4,745,773,096
前受受託研究費等 681,823,516
前受受託事業費等 6,688,705
前受金 6,804,847
預り金 889,237,470
一年以内返済予定国立大学財務・経営センター債務負担金 1,409,477,194
一年以内返済予定長期借入金 48,356,000
未払金 6,587,398,072
前受収益 412,306
未払費用 111,777,627
未払消費税等 18,197,600
引当金

賞与引当金 268,787,943 268,787,943

流動負債合計 17,281,657,742

負債合計 55,348,646,205

純資産の部
Ⅰ　資本金

政府出資金 147,238,153,427
資本金合計 147,238,153,427

Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 14,776,823,199
損益外減価償却累計額(-) △ 22,291,017,876
損益外減損損失累計額(-) △ 29,391,500
損益外利息費用累計額(-) △ 13,058,663

資本剰余金合計 △ 7,556,644,840

Ⅲ　利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金 3,975,697,943
当期未処分利益 2,423,187,323
（うち当期総利益　2,423,187,323）

利益剰余金合計 6,398,885,266

純資産合計 146,080,393,853

　負債純資産合計 201,429,040,058



 (単位：円)

経常費用
業務費

教育経費 3,794,933,177
研究経費 4,377,025,599
診療経費 14,012,758,045
教育研究支援経費 842,856,887
受託研究費 1,840,181,144
受託事業費 279,570,528
役員人件費 114,650,151
教員人件費 21,348,829,306
職員人件費 13,565,623,058 60,176,427,895

一般管理費 1,954,213,339
財務費用

支払利息 365,593,015
その他財務費用 9,896 365,602,911

雑損 23,587,694

経常費用合計 62,519,831,839

経常収益
運営費交付金収益 24,270,357,910
授業料収益 7,302,638,151
入学金収益 1,181,559,300
検定料収益 247,481,100
附属病院収益 24,049,755,686
受託研究等収益

政府受託研究等収益 376,121,503
その他受託研究等収益 1,808,301,074 2,184,422,577

受託事業等収益
政府受託事業等収益 70,751,055
その他受託事業等収益 202,979,048 273,730,103

施設費収益 88,450,554
補助金等収益 822,987,382
寄附金収益 1,325,117,454
財務収益

受取利息 457,989
有価証券利息 34,184,752 34,642,741

資産見返運営費交付金等戻入 811,693,028
資産見返補助金等戻入 464,720,102
資産見返寄附金戻入 645,240,361
資産見返物品受贈額戻入 142,421,146
雑益

特許権等収入 21,706,782
財産貸付料収入 247,747,345

研究関連収入 584,852,402
公開講座等収入 21,668,400
手数料収入 22,334,265
附属病院医業外収入 41,156,023
その他の雑益 190,629,296 1,130,094,513

経常収益合計 64,975,312,108

経常利益 2,455,480,269

損益計算書損益計算書損益計算書損益計算書
(平成22年4月1日～平成23年3月31日）(平成22年4月1日～平成23年3月31日）(平成22年4月1日～平成23年3月31日）(平成22年4月1日～平成23年3月31日）



臨時損失
固定資産除却損 52,970,089
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 17,741,939
その他臨時損失 18,306,802 89,018,830

臨時利益
固定資産売却益 723,064
固定資産除売却に伴う見返負債戻入 52,339,273 53,062,337

当期純利益 2,419,523,776

前中期目標期間繰越積立金取崩額 3,663,547

当期総利益 2,423,187,323



（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 20,107,098,532

人件費支出 △ 36,677,799,523

その他の業務支出 △ 1,849,449,179

運営費交付金収入 27,052,293,000

授業料収入 7,565,367,615

入学金収入 1,157,871,300

検定料収入 247,481,100

附属病院収入 23,466,781,734

受託研究等収入 2,428,290,479

受託事業等収入 263,709,756

補助金等収入 1,378,276,541

寄附金収入 1,750,538,886

その他の業務収入 1,364,081,840

小計 8,040,345,017

国庫納付金の支払額 △ 2,405,027,828

　業務活動によるキャッシュ・フロー 5,635,317,189

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 77,524,760,000

有価証券の売却による収入 77,949,900,000

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 7,249,393,392

施設費による収入 415,098,461

小計 △ 6,409,154,931

利息及び配当金の受取額 37,119,350

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,372,035,581

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

国立大学財務・経営センター債務負担金返済による支出 △ 1,426,685,194

長期借入れによる収入 2,245,064,000

長期借入金の返済による支出 △ 48,356,000

リース債務の返済による支出 △ 769,292,663

小計 730,143

利息の支払額 △ 369,488,988

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 368,758,845

Ⅳ　資金に係る換算差額 0

 

Ⅴ　資金増加額 △ 1,105,477,237

Ⅵ　資金期首残高 3,510,104,022

Ⅶ　資金期末残高 2,404,626,785

キャッシュ・フロー計算書キャッシュ・フロー計算書キャッシュ・フロー計算書キャッシュ・フロー計算書
（平成22年4月1日～平成23年3月31日）（平成22年4月1日～平成23年3月31日）（平成22年4月1日～平成23年3月31日）（平成22年4月1日～平成23年3月31日）



（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 2,423,187,323

当期総利益 2,423,187,323

Ⅱ　利益処分額

 積立金 1,597,939,245

 国立大学法人法第35条において準用する

 独立行政法人通則法第44条第3項により

 文部科学大臣の承認を受けようとする額

　　教育研究環境整備積立金 119,679,387

　　診療環境整備積立金 705,568,691 825,248,078 2,423,187,323

利益の処分に関する書類(案)利益の処分に関する書類(案)利益の処分に関する書類(案)利益の処分に関する書類(案)



（単位：円）

Ⅰ　業務費用

　（１）損益計算書上の費用

業務費 60,176,427,895

一般管理費 1,954,213,339

財務費用 365,602,911

雑損 23,587,694

臨時損失 89,018,830 62,608,850,669

　（２）（控除）自己収入等

授業料収益 △ 7,302,638,151

入学金収益 △ 1,181,559,300

検定料収益 △ 247,481,100

附属病院収益 △ 24,049,755,686

受託研究等収益 △ 2,184,422,577

受託事業等収益 △ 273,730,103

寄附金収益 △ 1,325,117,454

財務収益 △ 34,642,741

資産見返運営費交付金等戻入 △ 573,255,626

資産見返寄附金戻入 △ 645,240,361

雑益 △ 545,242,111

臨時利益 △ 37,285,539 △ 38,400,370,749

　　　　　業務費用合計 24,208,479,920

Ⅱ損益外減価償却相当額 2,797,744,802

Ⅲ損益外減損損失相当額 0

Ⅳ損益外利息費用相当額 13,058,663

Ⅴ損益外除売却差額相当額 1,243,592

Ⅵ引当外賞与増加見積額 △ 38,988,985

Ⅶ引当外退職給付増加見積額 373,174,130

Ⅷ機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額さ

れた使用料による貸借取引の機会費用 146,343,576

政府出資の機会費用 1,738,708,619 1,885,052,195

Ⅸ(控除)国庫納付額 0

Ⅹ国立大学法人等業務実施コスト 29,239,764,317

国立大学法人等業務実施コスト計算書国立大学法人等業務実施コスト計算書国立大学法人等業務実施コスト計算書国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成22年4月1日～平成23年3月31日）



 

注記事項注記事項注記事項注記事項 

 

［重要な会計方針］ 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

下記を除き、期間進行基準を採用しております。 

 退職一時金に充当される運営費交付金     ・・・・・費用進行基準 

 

 プロジェクト研究等の一部に充当される 

運営費交付金                ・・・・・業務達成基準 

 

 文部科学省が指定する特別経費、特殊要因経費 

に充当される運営費交付金          ・・・・・文部科学省が指定する業務達成基準 

または費用進行基準 

２．減価償却の会計処理方法 

 (1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は以下の

とおりです。 

 建物  3～50年 

構築物  3～60年 

機械装置  3～49年 

工具器具備品 1～20年 

船舶  1～14年 

車両運搬具 3～7年  

なお、受託研究等収入により購入した償却資産については、当該受託研究等の研究期間を耐用年数と

しております。 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第84 ）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用等

（国立大学法人会計基準第 89）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰

余金から控除して表示しております。 

 (2) 無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、法人内利用のソフトウェアの耐用年数については、法人内における利用可能期間（5年）に基づ

いております。 

３．未収附属病院収入に係る引当金の計上基準 

   一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権については回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

４．賞与引当金及び見積額の計上基準 

   賞与引当金は、翌期以降の運営費交付金による財源措置がなされない教職員への賞与の支払いに備える

ため、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当外

賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。 

５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における自己都合要支給額を退職給付に係る引当金として

計上しております。 

ただし、運営費交付金により財源措置がなされるものについては、引当金を計上しておりません。 

   また、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、当事業年度末にお

ける自己都合要支給額を用いて計算した退職給付見積額の当期増加額を計上しております。 

６．有価証券の評価基準及び評価方法 

   満期保有目的債券 償却原価法(定額法)を採用しております。 

 



 

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準  低価法 

    評価方法  移動平均法 

  ただし、医薬品、診療材料の評価方法は、当分の間、評価方法は最終仕入原価法を採用しております。 



 

［貸借対照表関係］ 

１．担保に供している資産  土地      25,100,000,000 円 

２．担保されている債務   長期借入金     3,518,225,000 円 

３．当事業年度末における債務保証の総額    13,655,791,142 円 

４．運営費交付金から充当されるべき引当外退職給付の見積額  22,945,796,748 円 

５．運営費交付金から充当されるべき引当外賞与の見積額     1,796,875,219 円 

６．国立大学法人等の法人移行時に係る固有の会計処理 

利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理に起因するもの 

(1) 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額が、

当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

附属病院に関する借入金の元金償還額の累計   11,412,980,933 円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計   10,587,157,263 円 

利益剰余金に与える影響額（差引き）       825,823,670 円 

(2) 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受贈額

戻入が二重になっていることによるもの 

法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経費に

分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計  

    1,648,308,508 円 

(3) 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国からの出資

ではなく譲与としたことによるもの                    739,364,746 円 

(4) 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、国からの

出資ではなく譲与としたことによるもの                261,327,280 円 

       3,474,824,204 円 

７．減損処理について 

   翌事業年度の特定の日以後使用しない決定を行った固定資産の概要           (単位：円)            

用 途 種類 場所 使用しなくなる日 
経緯及 

び理由 

使用しなくなる 

日における帳簿 

価額 

使用しなくなる日に 

おける回収可能サー 

ビス価額・減損額 

研究棟A(病院) 建物 霞地区 平成25年6月30日 ※1 696,284,277 －(※2) 

外来診療棟 建物 霞地区 平成25年6月30日 ※1 444,577,626 －(※2) 

第一中央診療棟 建物 霞地区 平成25年6月30日 ※1 467,340,177 －(※2) 

注）                              (上記金額は附属工作物を含む) 

(1) 翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定を行った経緯及び理由は、以下のとおりです。 

  研究棟A(病院)・外来診療棟・第一中央診療棟（※1） 

霞地区の再開発により、当該建物の機能を新たに建築する新診療棟に移転することとなり、従来の診

療目的より教育･研究施設へ用途変更する決定がなされました。 

(2) 使用しなくなる日における回収可能サービス価額及び減損の見込額は、以下のとおりです。 

  研究棟A(病院)・外来診療棟・第一中央診療棟（※2） 

当該資産の具体的な用途の確定は翌事業年度以降検討される予定であり、平成23年3月31日現在に

おいて使用が想定されていない部分(使用しないという決定を行った部分も含む)の割合を算出・評価

することは困難です。このため将来使用しなくなる日における回収可能サービス価額及び減損見込額

については評価不能と判断しております。 

８．積立金の国庫納付等 

 (1) 前中期目標期間最終年度の積立金の期末残高は2,741,383,605円であり、これに前中期目標期間の最終

年度の未処分利益3,789,342,166円を加えると、積立金は6,530,725,771円となります。 

(2) この積立金6,530,725,771円のうち、今中期目標期間の業務の財源及び固定資産の見合い等として繰越

の承認を受けた額は4,125,697,943円であり、差し引き2,405,027,828円については国庫に納付しました。 

  



 

［損益計算書関係］ 

１．国立大学法人等の法人移行時に係る固有の会計処理 

当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理に起因するもの 

(1) 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額が、

当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

附属病院に関する借入金の元金償還額      1,475,041,194 円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費     1,039,861,552 円 

当期総利益に与える影響額（差引き）       435,179,642 円 

(2) 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受贈額

戻入が二重になっていることによるもの 

法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経費に

分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額       12,309,776 円 

447,489,418 円 

２．臨時損失のその他臨時損失には、東日本大震災に際しての医療チーム・救援物資派遣等に要した費用を計

上しております。 

 

［キャッシュ・フロー計算書関係］ 

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

  現金及び預金                             2,404,626,785円 

２．重要な非資金取引 

     ファイナンス・リースによる資産の取得                  515,954,362円 

当該年度に新たに計上した資産除去債務の額               206,587,845 円 

現物寄附による資産の取得                        456,970,827円 

 

［国立大学法人等業務実施コスト計算書関係］ 

１．特定償却資産の除却損 

   特定償却資産の除却損については、従来「損益外固定資産除却相当額」に計上しておりましたが、当事

業年度より、「損益外除売却差額相当額」の区分に計上しております。これによる国立大学法人等業務実

施コストに与える影響はありません。    

２．国又は地方公共団体からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積額     

17,987,425 円 

 

［重要な債務負担行為］                                (単位：円) 

契 約 内 容 契約年月日 契約金額 
竣工又は 

納入期限 

可変偏光アンジュレータ 平成22年9月13日 117,810,000 平成23年9月16日 

検体検査総合自動化システム 平成23年2月3日 186,900,000 平成23年8月31日 

広島大学（病）入院棟エレベーター改修工事 平成22年9月15日 131,250,000 平成23年7月22日 

 

［資産除去債務］ 

１．資産除去債務の概要 

   当法人は、有害物質に関する除去義務及び賃貸借契約等に基づく原状回復義務に関して、資産除去債務

を計上しております。    

２．資産除去債務の金額の算定方法 

   使用見込期間を取得から 2 年～30 年と見積もり、割引率は、0.43%～2.13%を使用して資産除去債務の

金額を計算しております。    

３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高                                                          0円 

適用初年度の会計処理に伴う増加額                        204,195,428円 

時の経過による調整額                                      2,392,417円 



 

資産除去債務の履行による減少額                                    0円 

その他増減額                                                      0円 

期末残高                                                206,587,845円 

 

［金融商品関係注記事項］ 

１．金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については譲渡性預金・国債等に限定し、資金調達については（独）国立大学財務・

経営センターからの借入れに限定しております。 

資金運用にあたっては、国立大学法人法第35条において準用する独立行政法人通則法第47条により取

得が認められている公債のみを保有しており、株式等は保有しておりません。また、未収附属病院収入は、

広島大学財務会計処理細則に沿ってリスク管理を行っております。 

国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、文部科学

大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

   期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。 

(単位：円) 

貸借対照表表示勘定科目 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)投資有価証券及び有価証券 

  満期保有目的有価証券 

(2)現金及び預金 

(3)未収附属病院収入 

   徴収不能引当金 

12,075,606,980 

2,404,626,785 

4,520,768,664 

△89,278,950 

12,052,690,000 

2,404,626,785 

 

 

△22,916,980 

－ 

 

 

 

(4)国立大学財務・経営センター債務負担金

(1年以内償還予定分も含む) 

(5)長期借入金(1年以内償還予定分も含む) 

(6)未払金 

4,431,489,714 

 

(13,655,791,142) 

(3,518,225,000) 

(6,587,398,072) 

4,431,489,714 

 

(14,241,196,460) 

(3,491,244,253) 

(6,587,398,072) 

－ 

 

(585,405,318) 

(△26,980,747) 

－ 

 (*1) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

  (*2) 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。 

注）金融商品の時価の算定方法 

(1) 投資有価証券及び有価証券 

 譲渡性預金については短期で払い戻しが行われるため、その時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。国債等については、取引金融機関から提示された価格によっております。 

(2) 現金及び預金並びに(3) 未収附属病院収入 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。 

(4) 国立大学財務・経営センター債務負担金並びに(5) 長期借入金 

 これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法により算定しております。 

(6) 未払金 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

［賃貸等不動産関係注記事項］ 

  当法人は、東広島地区などに寄宿舎等を有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性に乏しいことか

ら、注記を省略しております。 

 

［重要な後発事象］ 

  該当事項はありません。 
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